
答 

１ 使途の制約については、例えば、「公益目的事業の○○事業に充当して欲し

い」や「奨学金事業の奨学金の財源に充当して欲しい」と具体的に表現される

必要があり、「公益目的事業に使ってほしい」というだけでは、一般的には、

使途の制約があるとは認められません。寄附を受ける時点で、寄附者の意思を

十分に確認し、明確にしてもらうことが必要です。 

特に、管理費や収益事業にも使用できる形では、使途の制約があるとは言え

ません。必ず、「寄附金のうち○％は管理費の財源とし、△％は公益目的事業

の○○事業に充当し、×％は公益目的事業の◇◇事業に充当して欲しい」とい

うような形で区分して、指定をすることが必要です。 

 

（注） 指定正味財産を財源とする基本財産の運用益は、一般には、運用益

の発生した当該事業年度の費用に充当することを期待していると考えら

れ、具体的な使途の制約があるものについてのみ、指定正味財産として取

扱うことが適当です。 

 

２ 過去にされた寄附であって、寄附契約書の記載が十分でない場合は、 寄附

の際の募集要項や、寄附当時の理事会等の議事録その他寄附者の意思が確認

できる文書を通じて使途の確認を行っていただく必要があります。 

 

３ 寄附者の意思を確認できる文書が無かったり、当該文書を探し出すのに膨

大な作業が発生したりするような場合、あるいは寄附者の死亡により確認が

困難であることなども考えられます。寄附者が生存している場合には、改めて

当該寄附者の意思を確認するか、寄附者が亡くなっている場合には、当該寄附

者の意思を関係者に聴くことによって、使途を明確化することができるとき

は、当該寄附者の意思により明確に使途に制約がかけられているとみなして

も差し支えないものと考えられます。または、既に定められている法人内部の

寄附金に関する規程等によって寄附者の意思の範囲内で具体的な事業を特定

されているか、具体的な事業に配分することができるときには、当該寄附者の

意思により明確に使途に制約がかけられているものとみなしても差し支えな

いものと考えられます。その場合には、法人におけるこれまでの当該寄附の取

問Ⅴ－４－⑫（使途指定のある寄附の取扱い） 

 寄附者の使途の指定は、どの程度具体的になされている必要があるのでし

ょうか。過去にされた寄附で、指定が十分に明確ではない場合には、どのよう

に対応すればよいでしょうか。確認作業が膨大となることが見込まれる場合

や、寄附者が死亡している場合の対応方法も含め、教えてください。 



扱いから、寄附者の意思を合理的に推定できる場合には、理事会での確認等を

もって、使途の確認に代替できると考えられます。 

 

４ また、審査に当たっては、寄附者の意思が確認できる文書、使途の確認の

代替手段としての理事会の議事録等を提出していただくことがありますので、

御留意ください。 

 

 


